






























































































































































































































































































































































































全商業銀行 FRS加盟銀行 比　　　率暦年末 （A）銀行数1（・）預金高（・）蜥数1（・順鑛 （・）／（A）1（・）／（・）
1945
1950
1955
1960
1965
1970
1975
1980
14，011
14，121
13．716
13，472
13，804
13，686
14，633
14，435
1，502
1，553
1，923
2，298
3，324
4，809
7，862
11，922
6，884
6，873
6，543
6，174
6，221
5，767
5，788
5，422
1，297
1，331
1，638
1，930
2，755
3，846
5，908
8，479
49．1％
48．7％
47．7％
45．8％
45．1％
42．1％
39．6％
37．6％
86．4％
85．7％
85．2％
84．0％
82．9％
80．0％
75．1％
71．1％
出所：FRB〔22〕各号から作成。ただし1980年についてのみFDIC〔16〕から作成。
〔3〕　本節のまとめ
重層的な銀行監督機構を一元化する要求は，現行の連邦レベル規制当局の権
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限を拡大するか，あるいは新規の連邦レベル規制当局を設置するかによって満
たされる。また金融政策の有効性と同一競争条件の整備への要求は，FRS強
制加盟の実施を導く。いずれにしても結果は，中央集権の方向にある。州法銀
行制度の土台の上へ，国法銀行制度，連邦準備制度，そして連邦預金保険制度
と，いずれも連邦法による連邦レベルの制度を，必要に迫まられて積重ねてき
たtcめ，合州国の銀行制度という建造物は，いまや改築期が到来しているとい
えよう。
　1980年金融制度改革法は，そのなかで諸州の金利規制法の一部棚上げを規定
した。これは伝統的な二元銀行制度へ直接には抵触しないが，二元銀行制度成
立の基礎である「州権（state’s　rights）」に対して，挑戦を試みたものとして重要
である。いくつかの州は今から一世紀以上も前に，金利規制法ないし高利制限
法（usury　law）を持ち，そのこ消費者保護や高利貸取締りの考えが普及してい
ったため，現在ほとんどの州がなんらかの形で金利規制法を備えているae。と
ころが1978年後半から，激しいインフレーションで予想外の高金利が生まれ，
市場金利がその州の金利規制上限を越えてしまう例も多出した。このため金融
機関が金利規制を守ると，消費者信用の供与は逆ザヤ金利となってしまうの
で，資金の流れが滞ってしまった。そこで住宅抵当貸付などについては，諸州
の金利規制法の効力を，連邦法が棚上げしたのであるα％異常な高率のインフ
レーションによる結果であり，住宅抵当貸付が国民生活へ密接に係わっている
とはいえ，国権の相対的な強さを示したこの立法措置は，二元銀行制度の存立
する基盤iへ，なんらかの影響を及ぼすものと考えられる。
　監督機構の一元化，金融政策の有効性向上，また同一競争条件の整備といっ
た諸要求が，長い間にわたって望まれていながら成就しない理由の一つは，そ
れらが金融行政上の管轄権を連邦レベルへ集中して，はじめて実現に至るとい
う聞題点を持っているからである。当然これは州銀行当局の管轄権を制限し，
ひいては州権の侵害となりかねない。銀行監督機構の一元化と，銀行のFRS
強制加盟は，このように「二元銀行制度」と深く係わっている。しかもこれら
問題点の解決は，二元銀行欄度の形式を破壊しないまでも，その内容を変質さ
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せずには置かないであろう。
（1）CMC報告は戦後金融制度改革の出発点，ハソト報告はそれ以降10年間における改革への動
　きの土台，＝＝クソン勧告は改革が立法過程へ持込まれる場合の見本，1980年金融制度改革法は
　改革が法制化された実例と，それぞれ考えることができよう。
（2）CMC　Report〔11〕，　pp．157，160，訳書pp．225－6，230．
（3）CMC　Report〔11〕，　pp．174－5，訳書，　p．250．
（4）Hunt　Report〔30〕，　pp．87－95，訳文，下，　pp．31－40．
（5）連邦預金保険制度を担当する機構は，FDICのほかに，連邦貯蓄貸付保険公社（FSLIC）と，
　全国信用組合出資金保険基金（NCUSIF）がある。
〔6）President　Nixon’s　Recommendations〔46〕．
｛7｝高太〔54〕，p．23，高木〔55〕，　pp．　36－8．
（8）DIDMCA〔15〕，　Sec．203－Sec．210，高木〔54〕，　p．26．なおDIDCは，　Depository　Insti－
　tuti・ns　Deregulati・n　C・mmitteeの略称である。
（9｝この状態を誇張して表現し，合州国の銀行制度は五十四元制であるとさえ言う研究者がいる。
　すなわち，『われわれは五十四の銀行制度一50州とワシントソD．C．による51の制度，プラ
　ス国法銀行制度，プラス連邦準備制度，プラス連邦預金保険制度一を保有していると，言えな
　くもないのである。別言すればわれわれは，国法銀行，州法加盟銀行，州法非加盟保険加入銀
　行，および州法非加盟保険非加入銀行からなる，四元銀行制度を実際には保有していると主張で
　きよう（Hackley〔26〕，　p．815）』。
aO）Hunt　Report〔30〕，　p．91，訳文，下，　p．36．
ttl　CMC　Report〔11〕，　pp．76－7，訳書，　pp．110－2．
q2　Hunt　Report〔30〕，　pp．65－9，訳文，　pp．8－13．
⑬　連邦議会で法案の提出権は，上下両院議員へ限られているため，連邦政府が必要とする立法措
　置は，時に議会へ対する立法要請の形を取る（U．S．　C・ngress，　House〔62〕，　pp．4－5）。
a4　DIDMCA〔15〕，　Sec．102－Sec．108，高木〔54〕，　pp．24－6，高木〔55〕，　pp．38－9，41－2．
as非加盟州法銀行の預金必要準備に関する条件は，加盟銀行に比べて有利であることが多い。必
　要準備の一部を，牧益資産の形で保有を許す州もあるため，近年の高金利は加盟銀行をことさら
　不利にさせた（Federal　Reserve　Bank　of　Chicago〔18〕，　P，7）。
㈹　American　Bankers　Association〔2〕、
aT　DIDMCA〔15〕，　Sec．501－Sec．512，高木〔54〕，　p．28，高木〔55〕，　p．40．
　　『……合州国の法律は，……この国の最高の法律である。各州の裁判官はこれによって，各州憲
　法または州法に反対の規定がある場合でも，拘束を受ける（C・nstitution　of　the　U．S．〔13〕，
　Artic！e　VI，　Sec．2）』o
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皿　支店銀行制度，州際銀行業務，
　および「二元銀行制度」問題
　つぎに銀行営業店舗への地理的制限，すなわち銀行支店設置と州際銀行業務
くinterstate　banking）セこ対する制約の問題を扱う。国法銀行制度が1863年に成
立するまで，第1・第2合州国銀行の例を除いて，銀行は初め個別免許により，
後に一般銀行法免許により，いずれにせよ諸州の権限の下で設立されたω。し
たがって銀行へ支店開設を許すかどうか，また支店を認あるにしても設置場所
を限定するかどうかは，州の権限へ属すものと誰れもが信じていた。そのため
州境を越えて銀行の支店設置を認める州際営業の実施は，州議会にとっても銀
行家にとっても，問題外のことであったと考えられる。
　〔1〕　支店銀行制度
　初期の州法銀行は，支店設置についてほとんど疑問を持たれなかったが〔2｝
運輸と通信の未発達は，大規模な支店銀行の運営を阻んだ（3）。銀行設立の容易
さや運輸通信の困難な事情は，地域社会の郷党心を刺激したので，それぞれの
地域社会にとって，地元の単店銀行（unit　bank）｛4｝こそ是非とも必要なものであ
った｛5｝。だから例えぽ1860年，全銀行数　1，523のうち支店銀行は僅か39行で，
支店数は合計222店舗であった｛6）。しかも19世紀末になると，反独占の空気が
この国で強まり，巨大さ自身への敵意が一般に示されたので，銀行の支店設置
拡容易でなかったC7）。
　20世紀に入ると，大規模な製造工業の発達と大都市の成長，自動車時代への
突入，通信技術の発展など，支店銀行制度の基盤が固まってきた。ことに都市
化の進行と非農業家計数の成長とを基礎に，支店銀行と縁の深い小売銀行業
（retail　banking）が，1920年前後から少しずつ重要性を増していった（8）。それで
もなお1920年に，全銀行数30，291のうち支店銀行は530にしか過ぎず，支店
数も1，281店舗であった‘9）。支店銀行が本格的に力を得たのは，第2次世界大
戦後のことである。
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　国法銀行制度が創設されたとき，法律は支店に関する規定を欠き，それは支
店設置を禁止するものと解釈されたtu。だから国法銀行は支店を設置できなか
ったし，州際営業は勿論できなかった。他方，諸州の支店設置に対する態度は
そのこ整理され，三つのグループに分かれた。支店設置を禁止する単店銀行制
度（unit　banking）諸州，州内一定範囲の地域にのみ支店設置を許す限定支店銀
行制度（1imited　branch　banking）諸州，そして州内全域へ支店設置を認める州
全域支店銀行制度（statewide　branch　banking）諸州である。
　国法銀行の支店設置に関する不公平な取扱は，まず1927年銀行法（通称
McFadden　Act）によって幾分か改善された。同法はある州の州法銀行が，州法
で支店設置を認められている場合，その州に所在する国法銀行に対して，その
本拠市町村内での支店設置を許したane　1933年銀行法（通称Glass－Steagall　Act）
は，更に一歩進めて国法銀行の支店設置が，その所在州の州法銀行へ認められ
ている設置範囲と同等にまでなし得るとしたan。支店設置に制限のある諸州で
は，複数銀行持株会社を設立して実質的に支店制銀行：を作ることが可能で，
1920年代と第2次世界大戦後この方法が盛んとなった。場合によっては複数銀
行持株会社が，州境をまたがって子会社銀行（＝支店）を持ち，事実上の州際銀
行業務を行なうこともあったa3。
　支店銀行制度の問題は，狭い意味でいえぽ二元銀行制度とは関係がない。し
かし諸州における支店設置の制限が，第2表で示す通り緩和の方向をたどって
おり，その勢いはやがて州境を越えようとしている。CMC報告は早くも1961
年に，競争促進のため支店設置の制限緩和を求めたほか，国法銀行へ州法に係
わりなく，州境を跨がる「取引地域（trade　area）」内の支店設置を許し，州法
銀行，連邦免許貯蓄貸付組合，および連邦免許相互貯蓄銀行も同様に取扱うべ
きであると勧告したa4。州内で支店設置を自由化させようとする市場力（market
f・rces）は，単なる地理的境界である州境を越え，経済の自然の働きによって規
定される取引地域内での営業活動，すなわち部分的な州際銀行業務を，当然指
向するものと認識されたのである。
　ハント報告は州際銀行業務を支持しなかったが，銀行，貯蓄貸付組合，およ
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　　　　　　第2表 諸りIIIIの銀行店舗設置規制：1981年（1924年）
（96）
単店銀行制度〔U〕 限定支店銀行制度〔L〕
Colo．（U）
Ill．　（u）
Kan．（U）
Minn．（U）
Mo．　（U）
Mon．（U）
Neb．（U）
Okla．（U）
Tex．（U）
W．Va．（U）
Wyo．（U）
Alab．
Ark．
Fia．
Ga．
Ind．
Io．
Ky．
La．
Mass．
Mich．（L）
??
??
??
??
??
??
??
???
????（（（???（（（（（Miss．
N．H．
N．M．
N．D．
Ohi．
Pa．
Ten．
Va．
Wis．
??????????????
???
?????????
（
?? （ ?????
（
州全域支店銀行制度〔S〕
Alas．（U）
Arz．　（S）
CaL　（S）
Conn．（U）?????????????????（ （? ????
??
??
??
??
??
??
??
??
?
???????? （????????
（?
（?
（
←?? ???
Wash．（U）
注：1924年の規制状態は，Fischer〔21〕，　pp．　62－3．1981年の規制状態は，
　House，　Inc．〔12〕，　p．2103．
Commerce　Clearing
び相互貯蓄銀行が州内全域にわたって支店設置ができるよう，諸州が州法を改
正すべきであると勧告した。支店設置の制限は，市場への新規参入を妨げる
し，預金金融機関はその種別を問わず，支店設置などで同一の競争条件が与え
られるべきであるとの考え方であるas。しかしニクソン勧告と1980年金融制度
改革法は，ともに支店設置制限および州際銀行業務について触れていない。
　〔2〕　州際銀行業務
　1927年のマクファデン法でまず定められ，後に1933年のグラスースティー
ガル法によって改正された国法銀行の支店設置に関する規定は，支店設置が諸
州の専管事項であることを，かえって明確に示す結果となったaa。銀行へ本拠
州以外での支店設置を禁止する原則は，マクファデン法に根拠を求めるのが普
通であるan。現在，このマクファデン法と銀行持株会社法の規定によって，銀
行は僅かな例外を除き，州境を越える支店または子会社銀行の設置が許されな
いas。しかしこの制約を打破ろうとする市場力は，この国のいたる処で強く働
いている。
　1956年銀行持株会社法（Bank　Holding　ComPany　Act　of　1956）によって，複
数銀行持株会社はFRBの統制へ服すことになった。同法に含まれている通称
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ダグラス修正条項はaSt，銀行持株会社が他州で銀行を取得しようとする場合，
その州の州法が明文をもって認めていない限りそれを禁じた。複数州へ子会社
銀行を置く事実上の州際銀行業務は，このため強い制限を受けることとなっ
た。マクファデン法による原則が，ダグラス修正条項で更に強化された訳であ
る。銀行持株会社法は1970年に改正され，単一銀行持株会社も規制対象へ加
えられ，同時に銀行持株会社が従事し得る非銀行業務の範囲が定められたee。
抵当貸付会社（mortgage　company），金融会社（finance　company），クレジット・
カード会社，ファクタリング会社などの非銀行金融業務が，銀行関連業務とし
て銀行持株会社へ認められた。それらの業務を行なう非銀行子会社は，銀行で
ないことを理由に州境を越える店舗活動が許された⑳。
　マクファデン報告は，州際銀行業務を禁止しているマクファデン法とダグラ
ス修正条項が，『ますます有効でなくなり，不公平，非能率，かつ時代遅れで
……C現行の地理的制限の段階的な緩和によって，いま事実上存在している州
際銀行制度は認知されるべきであり，また更に自由化されるべきである……』
と勧告した。その実際的な方法として，法律面で困難の多ゾ・マクファデン法改
正よりは，ダグラス修正条項の改正が望ましいが，いずれ将来はマクファデン
法自体へ手をつける必要があると指摘した。州際銀行業務の自由化への具体策
は，（1）消費者が金融サービスを公平に利用できるよう，支店設置に制限を加え
ている諸州へその緩和を要請し，（2）現在は支店の取扱を受けているEFT端末
機について，州内全域および州境を越えるSMSA内への設置を許し，将来は
国内全域へも認め，（3）問題銀行の救済が迅速に行なわれるよう，銀行持株会社
による州境を跨ぐその買収を認めることであるOP。
　州際銀行業務の自由化を勧告したマクファデン報告は，・その背景となる事実
を説明しているが，要約すると以下の通りである⑳。（1）現在すでに，企業と資
産家を相手とする大口取引（wholesale　banking）において，州境を越える全国
市場が存在し，銀行はこれに参加している⑳。②銀行は銀行持株会社の非銀行
子会社を通じて，現に銀行類似サービスを複数州へ跨って提供している。（3）エ
ッジ法会社も複数州における営業活動を行なっているua。（4）州際業務ではなく
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州内営業活動に関することだが，連邦免許の貯蓄貸付組合と相互貯蓄銀行は，
州内全域にわたる支店設置が認められているcee。（5）証券会社，金融会社，保険
会社などが，銀行類似サービスを地理的制限なしで提供している⑳。⑥交通，
通信，コンピュータなどの技術進歩は，銀行活動の地理的制約をきわめて小さ
くしたOS。
　更に地理的制限を解いた場合の効果について，同報告は次の通り説明してい
る⑳。（1）地理的制限の自由化は，新規参入の機会を多くする。仮に自由化によ
って，ある銀行市場の集中度が高まるとしても，その市場における銀行サービ
ス価格は，参入の可能性に対する配慮から上昇しないであろう。②若し自由化
のため，銀行市場で不当な集中が生じるとすれぽ，それには独占禁止法で対処
すれぽ良いのであって，集中への懸念から自由化を阻止すべきでない。（3）銀行
業における規模の経済は，存在するが余り顕著でないから，地理的制限の撤廃
によって，小規模の地元銀行が消滅することはないであろう。
　ところでマクファデン報告が説明した，州際銀行業務の自由化に関する背景
は，最近急速に新しい展開を見せている。一つは非銀行会社による，消費者銀
行業務（consumer　banking）への進出である。金融会社を子会社として持つコソ
グPマリットのなかから，1980年以降ガルフ・アンド・ウェスタン（Gulf＆
Western　Industries，　Inc．）などが，銀行持株会社法の不備を衝いて消費者銀行業
務へ乗出し，州境を越えた全国店舗網を結成する可能性を強めてきた。これら
の店舗は，銀行法上で銀行の資格を有しながら，銀行持株会社法上は銀行とし
て扱われず，企業向け貸出に従事しない外は，一般の銀行業務を行なうことが
許されるee。
　もう一つの展開は，貯蓄金融機関の州際合併に関するものだが，そうした動
きが銀行業界へ影響を与えることは，想像に難くない。連邦住宅貸付銀行理事
会（FHLBB）は1981年3月，経営不振の連邦免許貯蓄貸付組合を救済する合
併に限り，州境を越える合併ないし買収を認める方針を決めたBn。この方針を
受けて同年9月，カリフォルニア，二a一ヨーク，およびフロリダの3州へ跨
がる，貯蓄貸付組合の合併が成立しBZ，その後は貯蓄貸付組合と相互貯蓄銀行
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の異種合併が行なわれたca。このように州際銀行業務の自由化は，銀行業の周
辺部から限定した形で実現の方向を歩み出した。またATM（自動現金預入引出
機）による預金払戻しに限ってではあるが，その全国的な共同利用機構の発足
が，主要銀行の間で計画されているma。
　〔3〕　本節のまとめ
　単店銀行を基本とした米国の銀行店舗構造は，運輸手段と通信技術の発達，
地方経済圏の拡大，経営管理手法の発展などによって，支店銀行への方向に動
いてきた。今日なお11州が単店銀行制度を守っているが，諸州が単店銀行制
度から支店銀行制度へ移行しつつある大勢は，既に第2表で見たように，恐ら
く覆し難いであろうen。州際銀行業務の自由化の展開を，以上の状況と単純な
経済原則に照らしてみれば，その方向は明らかであって，自由化の進展しか考
えられない。
　現実に自由化が進まない最大の理由は，銀行資源の進中への恐れではなく，
州権をめぐる問題にある。マクファデソ報告が，マクファデン法改正ではな
く，ダグラス修正条項改正を優先させたのも，州権を配慮したからに外なら
ず，銀行に関する州の管轄権へ改変を加えることは容易でない。だが第1節で
略述したように，二元銀行制度の内容は三段階にわたって変化を遂げてきたか
ら，現在は第四段階へ移行中と見ることができよう。従ってわれわれは，この
第四段階を検討することによって，州際銀行業務の自由化の展開過程を把握で
きるであろう。
　銀行を管轄する州レベルの権限を侵害しないで，州際銀行業務の自由化を進
める方法がない訳ではない。現にメイン州は1975年から，他州と互恵ベース
で銀行支店の相互進出を認める法律を持ちca，ニュ・’一ヨーク州も同様の法案を
1982年7月成立させたcm。しかしこの種のやり方は，（1）互恵ベースといって
も，進出を認め合う2州の間で，完全な利害の一致はあり得ないから，協定の
成立がかなり難しく鯛，（2）若し仮に全米50州とワシントソD．C．が，相互に洩
れなく相互進出協定を結ぶとすれば，協定数は全部で1，275に達してしまいBgt
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その複雑さは関係者の手に余り，（3）州間協定がカパーするのは州法銀行だけで
あるため，国法銀行は対象にならないという難点が考えられる。そこで州際銀，
行業務の自由化は，マクファデン報告が大統領の権限で作成されたように，．連，
邦レベルの問題として扱われ，その結果は二元銀行制度の実質を変える可能性．
が強い。
（1）厳密にいえぽ，例外は更に一つあり，それは米国最初の法人銀行バンク・オブ・ノースアメリ’
　カ（Bank　of　North　America）である。同行は1781年に大陸議会から銀行免許を受け，翌年ぺt
　ンシルベニア邦議会などからも銀行免許を入手し，この国で唯一の多重免許の例を作った（Ham・
　mond〔27〕，　pp．50－1）。今日の表現によれば，前者の免許が国法免許，後者の免許が州法免許・
　といえるであろう。なお同行は合併によって，現在のファースト・ペンシルベニア銀行（First
　Pennsylvania　Bank）へ吸牧されている。
（2｝　Robertson〔49〕，　p。27．
（3〕　Fischer〔21〕，　p。25．
｛4｝“unit　bank”の訳語「単一銀行」は，既に定着した専門用語となっているが，その意味す6・
　内容は明瞭でない。立脇は〔58〕で「単店銀行」の訳語をあて，その後これを使用している。こ
　の訳語は“unit　bank”の内容を明示し，かつ“branch　bank”の訳語「支店銀行」ともti，
　まく対応する。
｛5）　Fischer　〔21〕s　p．25．
⑥Chapman　and　Wester丘eld〔10〕，　p．47．
（7）　Carson　and　Cootner　〔9〕，　P．66．
C8｝Trescott〔60〕，　pp．175－82，190－2，訳書，下，　pp．51－62，75－8．
（9）Bureau　of　the　Census〔8〕，　X－588，732．
α①　Fischer〔21〕，　pp．19－20，　Robertson〔49〕，　p．82．
働　MeFadden　Act〔37〕，　Seb．7（C），　Robertson〔49〕，　p．105．
an　Glass－Steagall　Act〔23〕，　Sec．23，　Robertson〔49〕，　p．132．
⑬　McFadden　Report〔38〕，　P．6，訳文，①，　PP．54－－5．
⑳　CMC　Report〔11〕，　pp．164－6，訳書，　pp．236－9．
飼Hunt　Report〔30〕，　pp．59－62，訳文，下，　pp．1－6．
a⑤McFadden　Report〔38〕，　Appendix，　pp．179－80，　Baughn　and　Walker〔3〕，　p．1112．
aη　同上〔38〕，Appendix，　p．3，　n．1．
⑱例外の第一は，カリフォルニア銀行（Bank　of　California）である。同行は州外支店を，シア
　トル（ワシンFン州）で2店，タコマ（同）とポートランド（オレゴン州）で1店ずつ保有している。
　1864年に西海岸で最初の商業銀行として創業した同行は，これら州外支店を1905年に開設し，
　マクファデン法成立後も既得権条項（grandfather　clause）によって，そのまま営業を続けてい
　る（Fischer〔21〕，　p．64，　f．，および同行への問合わせに対する回答による）。
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　　例外の第二は，ニュージャージー州のファースト・キャムデン・ナショナル銀行（First　Cam－
　den　Nati・nal　Bank）である。同行は古くからデラウェア河をへだてたフィラデルフィアに州外
　支店を置き，既得権条項によって今日に至っている（Fischer〔20〕，　p．64，　f）。なお同行は合併
　・を重ねて，現在ヘリティッジ銀行（Heritage　Bank）となっている。
　　さらに過去の事例として有名なものに，フリードマソズ貯蓄信託会社（Freedman’s　Savings
　・and　Trust　C・mpany，1865－1874年）がある。同社は厳密な意味の商業銀行ではないが，旧奴隷
　とその子孫からの預金受入れを目的として，連邦議会の特許で設立され，貯蓄性預金と小切手勘
　定（＝当座預金）を扱い，事実上は銀行活動を行なった。同社はニューヨークに本店があり，33支
　店を主として南部諸州へ設置した（Trescott〔60〕，　pp．61－2，訳書，上，　pp．102－4）。
g9）　BHCA　of　1956〔4〕，　Sec．3（d）．
側　BHCA　of　1970〔5〕，　Sec．4（C）（8）により，　FRBのレギュレーションYで決めるよう規定さ
　れ，1971年6月（一部分は同7月）から新しい規制が実施された（FRB〔22〕，　Jun．1971，　pp、514－
　5）。
・⑳　McFadden　Report〔38〕，　p．8，訳文，②，　p．45．
・⑳　同上〔38〕，pp．17－21，訳文，④，　pp．48－51．
iOs　同上〔38〕，　pp．6－12，訳文，②，　pp．44－8．
伽　アルハーデフ（David　A．　Alhadeff）は，資金の借手の規模と貸手の規模を対応させ，全国市場と
　州全域市場および地元市場を区別しており，全国市場の存在を早くから指摘していた（Alhadeff
　〔1〕，　pp．105－30）o
伽Baughn　and　Walker〔3〕，　p．777．
伽　McFadden　Report〔38〕，　pp．9－10，訳文，②，　p．46．
on　同上〔38〕，　pp．10－1，訳文，②，　p．47．
・伽　同上〔38〕，pp．11－2，訳文，②．　pp．47－8．
側　同上〔38〕，pp．12－7，訳文，③，　pp．44－7．
劒　高木〔57〕，PP．16－21．
偶Washington　Financial　Reports〔63〕，　Mar．30，1981．
綱　ニュ　一一ヨーク州のウエストサイド連邦貯蓄貸付組合（West　Side　Federal　Savings　and　Loan
　Association）と，フロリダ州のワシントン貯蓄貸付組合（Washington　Savings　and　Loan
　．Associati・n）は，いずれも経営不振に陥っていたところ，カリフォルニア州のシティズンズ貯
　・蓄貸付組合（Citizens　Savings　and　Loan　Association）による吸牧合併が，1981年9月8日
　FHLBBによって承認された（New　York　Times〔43〕，　Sept．9，1981）。
　　なおこの合併は，貯蓄貸付組合の最初の州際合併として注目されただけでなく，シティズンズ
　貯蓄貸付組合がナショナル・スティール社（Nati・nal　Steel　Corporation）の子会社であったこ
　とから，関係者の関心を集めた。大規模複合企業ガルフ・アンド・ウェスタン社（Gulf＆Wes・
　tern　Industries，　Inc．）や，巨大小売企業シアーズ・ローパック社（Sears，　Roebuck＆Company＞
　’など，非金融会社による金融業務進出へ人々の注意が向けられていた折りから，ナショナル・ス
　ティール社の行動が目立ったのである（New　Y・rk　Times〔43〕，　Nov．19，1981＞。
B3ニューヨーク州のスカネクタディ貯蓄銀行（Schenectady　Savings　Bank）は，コネティカヅ
　ト州で経営不振のハートフォード連邦貯蓄貸付組合（Hartford　Federal　Savings　and　Loan
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　Association）を，1982年3月12日付で異種合併することがFHLBBから認められた（New　York’
　Times〔43〕，　Mar。16，1982）。
㈱　1982年末または1983年初までに，西海岸のバソク・オブ・アメリカ（Bank　of　America）か
　ら東海岸のチェイス・マンハタソ銀行（Chase　Manhattan　Bank）までを含む26行は，カード
　による預金の現金払戻しをそれぞれの銀行の顧客へ相互に認める，プラス・システム（Plus　Sys－
　tem，　Inc．）と呼ぶ組織を拡大する。この組織はこれまで既に，アリゾナ州など3州にわたる地域
　で，3行が参加して活動を行なっている（New　York　Times〔43〕，　Apr．8，1982）。
㈲　単店銀行制度を堅持し，複数銀行持株会社の設立も許さなかったイリノイ州ですら，1981年7
　月に複数銀行持株会社を認める州法改正を行なった。同州は州内を五つの銀行区（banking　re・
gion）へ分けているが，今後は単一銀行持株会社がその存在している銀行区内および隣接銀行区
　内で，無制限に子会社銀行を取得できることになった（Golden〔24〕，　pp．854－8）。
　　ペソシルベニア州は1982年3月，銀行持株会社が行数制限つきながら州内全域で子会社銀行
　を保有できるよう，州銀行法の改定を行なった（Philadelphia　Inquirer〔45〕，　Mar，5，1982）。
　　以上の2例はいずれも，これによって銀行へ自由な支店設置を認めるのではなく，銀行持株会
　社へ従来より自由に支店（＝子会社銀行）の設置を許すのである。しかし実質的には，イリノイ州
　が単店銀行制度から限定支店銀行制度へ，ペンシルペニア州が限定支店銀行制度から州全域支店
　銀行制度へ，それぞれ移行したと考えてよいであろう。
ea　1975年10月1日施行のメイソ州銀行法改正の結果，他州の金融機関持株会社は互恵ベースに
　よって1978年1月1日以降，同州内で金融機関を設立または買牧できる（Maine　Banking　Law
　〔36〕，Sec．1013，　Subsec．2）。ただし，これまで1例も実現していない。
⑳＝ユーヨーク州が，互恵ベースで他州と銀行支店の相互進出を認める法案は，1981年7月州議
会を通過して，州知事の署名により成立した（New　York　Times〔43〕，　Jul．9，1982，　Washingt・n
　Financial　Reports〔63〕，　JuL　19！1982〕。
鮒　例えぽ経済成長率の高いカリフォルニア州は，ニューヨーク市の大銀行が同州へ互恵進出する
　ことを歓迎しない（New　York　Times〔43〕，　Apr．11，1981）。
　　5o倒Σn＝1275．
　　n＝1
W　われわれの課題
アメリカ合州国の金融制度へ興味を持つ外国人研究者にとって，この国の研二
究者たちの「二元銀行制度」に対する関心が冷淡であることは，幾分か奇妙な
感じを与える。州権と国権の併存による二元主義が，米国社会を動かす基本原
理の一つであるため，二元銀行制度を当然とみなす社会の雰囲気があり，その
ため問題意識がかえって生じないのかも知れない。とにかく二元銀行制度に関．
する研究はこの国で乏しく，また二元銀行制度を枠組に利用した銀行市場分析
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も，見かけることが少ない。しかし予備的研究の範囲では，二元銀行制度を枠
組として，米国の銀行制度と銀行市場構造へ接近する方法が，必ずしも無益と
は思われない。
　（1）　これまでの研究
　書名に二元銀行制度を含むモノグラフは，知る限り4編である｛1｝。これら4編
は，二元銀行制度の仕組を記述し評価するが，成立の経緯とその後の展開につ
いて，また民間事業法人として金融機関部門にだけ見られるこの特異な制度の
存在理由について，ほとんど分析の手を加えていない。つぎに国法銀行制度の
成立を扱ったモノグラフは，二元銀行制度が国法銀行制度の発足によって生ま
れたのであるから，注目する必要があるであろう。入手可能であった5編を見
ると②，それらも二元銀行制度へ触れるところがない。更に第2次世界大戦後
に発刊された経済史，金融史，銀行史の類へ目を向けると，調査可能であった
10編（3）のうち幾つかが，二元銀行制度へ僅かの注意を払うだけであるc4）。以上
の諸篇へ，銀行制度と銀行市場構造についてのモノグラフ若干を加え，二元銀
行制度に関してのみ行なったサーベイから，これまでの研究の問題点へ次で触
れる。ただし予備的研究がカバーし得た範囲であるから，重点は二元銀行制度
の初期部分へ置かれる。
　マイヤーズ（Margaret　G．　Myers）は，その著作「合州国金融史」のなかで，
1863年全国通貨法が成立した事情を，次のように述べている。『それ〔＝1863
年全国通貨法案〕は僅か3日間の討論のあと，〔上院で〕承認され下院へ送付さ
れた。下院では，きわめて不十分な討議で手短かに取扱われ，1週間以内で通
過した。法案は大統領によって，1863年2月25日署名された。こうした法案
が議会を通過できたのは，そのような戦争〔＝南北戦争〕の真只中であったから
に過ぎない⑤』。全国通貨法の連邦議会における審議は，マイヤーズが指摘する
通り短かったし，同法が戦時立法の一つであることも確かであろう。そこで彼
女と同様の主張は，ほかにも見ることができるt6）。しかし，このような理解は，
主題を狭く扱い過ぎている。これまでの研究で，問題点の第一はこれである。
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　1860年の大統領選挙候補老を決める共和党大会で（7），奴隷制問題が重要であ
ったことはいうまでもないが，1857年恐慌の後をうけて経済問題も無視されな
かった（8）。大会で採用された選挙綱領は，全国的な通商振興を政策の一つとし
ており〔9｝，これは統一された全国的通貨制度を創設する考えと無縁でない。し
かし知る限りどの研究者も，この点にまで筆が及んでいない。恐らくこの問題
は，検討に価するものと思われる。
　国法銀行制度を創設しようとした関係老の努力は，1863年全国通貨法の成立
として最初の成果を得たが，同法の成立に至るまでの間，それは何回も公的に
取扱われたのである。財務長官チェイスの1861年財政報告書と1862年財政報
告書，リソカーン大統領の1862年教書と1863年特別教書は，いずれも国法銀
行制度の創設をそのなかで要請した。また同制度を設立しようとした法案に，
委員会への提出だけに終わっkスポールデ1ソグ法案（1862年1月），下院へ提
出して廃案となった第一次フーパー法案（1862年7月）と第二次フーパー法案
く1863年1月），そして最終的に1863年全国通貨法となったシャーマン法案（1863
年1月）がある。以上の事実はよく知られていて，多くの研究老が触れるところ
である。
　しかし国法銀行制度の問題は，以上の報告書，教書，そして法案審議のなか
で扱われただけではない。グリーソバックスの発行を決めた，第一次法貨法
（1862年2月成立）と第二次法貨法（1862年7月成立）の法案審議において，また上
院へ提出されて廃案となった州法銀行券課税法案（1863年1月）の審議におい
て，更に1863年歳入法（1863年3月成立）の法案審議において，それぞれこの問
題は取上げられたのである。ところがこの事実にまで配慮する研究者はほとん
どなく，そのためマイヤーズのような見解が現われるが，国法銀行制度の創設
は，必ずしも軽々しく扱われたのではない。またニューヨーク州自由銀行法の
仕組と実績が，国法銀行制度の構想へ影響を与えたことは良く知られている。
同州の自由銀行制度は1850年代初めから成功したので，その好例があったtc
め全国通貨法の審議が短くて済んだ可能性が考えられる。いずれにせよわれわ
れは全国通貨法の成立過程を，上記の法貨法案，銀行券課税法案，そして歳入
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法案の審議状況と絡めて検討してみたい。
　銀行監督機構の一元化をめぐって，1960年代の中頃ハックリー（H・ward　H．
Hackley）とゴレンビ（Carter　H．　Golembe）が論争した9ct。そのときハックリー
は，銀行監督機構の発展を説明するに当たって，『しかしながら皮肉なことに，
1863年〔全国通貨〕法は，わが国の二元銀行制度として知られてきているもの
の出現を，はからずも運命づけたのである』と，二元銀行制度を思わざる産物
であると評価したao。スコット（Kenneth　E．　Scott）も同様の考えで，『〔南北戦
争中の議会の〕意図のまったく望まざる不成功から，わが国の〔銀行規制〕機
構が今日に至っているのであって，これは手抜かりによるもので，当初の目論
見によるものではない』と述ぺaz，二元銀行制度が意図せざる結果であること
を強調する。なおこれら両者のように積極的に主張しないまでも，州法銀行制
度が国法銀行の成立時に消滅しなかった理由へ，これまでの研究はほとんど触
れていない。問題点の第二はこれである。
　ゴレソビはハックリーを批判して，『わが国銀行制度の発展を描くためには，
……竝s業に対する公衆の態度へ触れることから始めなけれぽならない。良き
につけ悪しきにつけ，アメリカの大衆は長い間にわたって，大会社による民間
産業の支配を嫌悪してきた。……このことは銀行業についても明らかである。
その理由ははっきりとしていて，商業銀行が信用および貨幣機能を果たすから
であり，また銀行家たちが出現して以来，経済力が彼らの手へ集中されてきた
ことが明白だからである』という⑬。ゴレンピの主張を読み替えると，いわぽ
i「時代のエトス」へ注目することが重要と指摘しているようである。国法銀行
制度の主唱者たちが，州法銀行の消滅，少なくとも発券銀行としての州法銀行
の消滅を当初狙っていたことは，おおよそ間違いない。しかしその意図が不成
功に終わったのは，単なる手抜かりや偶然ではないと思われる。州法銀行が消
滅しなかった事実は，当時のエトスや，その他の社会的および経済的な理由で
説明されるべきであろう。
　1863年全国通貨法と1864年国法銀行法の成立直後，国法銀行の設立および
州法銀行から国法銀行への転換が，かなり低調であったことは良く知られてい
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る。また1865年内国歳入法によって，その翌年から州法銀行券へ10％課税が
行なわれることになったため，州法銀行の大部分が国法銀行へ転換したことも，
同じく周知の事実である。多くの研究者は10％課税の効果について，禁止的
に高率の発券課税が，このような変化をもたらしたと述べるだけであるα％し
かしトレスコット（Paul　B．　Trescott）は，『大手の都市銀行は，この課税自身か
ら大して影響されなかった一国内最大の銀行であるパンク・オブ・コマース
（Bank　of　C。mmerce）は銀行券を発行していない一が，それら諸行には地方
銀行の後を追って〔国法銀行〕制度へ加入する誘因があった。地方銀行は準備
預金を保有するについて，都市のコルレス先銀行を必要とする筈で，国法銀行
だけに〔コルレス先銀行となる〕資格があることになっていた』と述べてい
るα％他方このとき，全銀行資産の10％を保有する諸行が，国法免許へ転換し
なかったと，ロバートソン（Ross　M．　Robertson）はいうα％事実上発券ができ
なかったこれらの銀行は，預金業務に営業上の活路を見出したものと推測され
る。
　トレスコットとロバートソンの指摘は，1860年代に預金銀行業務が定着して
いたことを示し，かなり重要である。発券を許されない州法銀行の数が，1880
年代に国法銀行数へ追いついたことは，預金銀行業務の発展と結びつけて評価
されているc「n。トレスコットとロバートソンが述べた点はそれより20年以前の
ことだから，詳細な検討に価するであろう。この点が明らかにされていないの
が，これまでの研究における第三の問題点である。
　現在アメリカ合州国で，二元銀行制度が神聖視されている有様は，既に第1
節で述べた。二元銀行制度への信頼ないし信仰は，一体どのような理由で，い
つから始まったのであろうか。FRS創立（1913年）とFDIC発足（1933年）によ
って，銀行行政に関する連邦レベルの権限が強化されていったとぎ，それに対
抗し得るものとして，二元銀行制度が強く意識されたのではないかとの推測が，
一つの可能性として考えられる。いずれにしても，この点が解明されていない
のが，第四の問題点である。
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　（2）　研究課題と研究方法
　われわれは従来のサーベイのなかから，前記四つの問題点を見出した。これ
らを出発点として，合州国に固有の「二元銀行制度」問題へ接近するとき，そ
れは銀行制度および銀行市場構造に関する，歴史的分析と現状分析の双方にと
って，次のような研究課題を達成させるであろう。
　（1）多くの人々が合州国に不可欠と考えている二元銀行制度が，いかなる理由
で成立し，どのような経緯をたどって現在へ至っているのかを探ることによ
り，米国の銀行制度と銀行市場構造の変化過程を，従来あまり用いられなかっ
た視点から把握し得る。②二元銀行制度が成立し今日まで継続している事実
は，米国銀行史の過程において，合理的な選択であったのかどうかを検討する
ことにより，中央銀行制度設立期の大きい遅れ，重層的な銀行監督機構の存
在，支店銀行制度と州際銀行業務に対する強い制限など，この国に特有な銀行
制度上の諸問題，したがって銀行市場構造上の諸問題を分析し得る。（3）2／3世
紀前にその上へFRSが加えられ，更にFDICの制度が重ねられて半世紀を
経た二元銀行制度が，一方で神聖視されながら他方で侵食されている現状を理
解することにより，近年大きな曲り角へさしかかっている合州国金融制度を，
総合的に展望し得る。（4）以上3点の研究課題は，規制産業である銀行業におい
て，経済の働きと法律の働きが相接する中間領域が存在し，この領域の研究が
有意義であろうとの考えから生じたものである。
　以上の問題意識に対して，幾つかの着眼点から光を当て，米国銀行制度と銀
行市場構造の一面を明らかにするのが，続稿におけるわれわれの目的である。
研究作業を進める際，次の諸点へ留意したい。（1）当然のことであるが，この主
題に関して既になされた研究成果を展望する。②主題について新知識が得られ
ることを期待するだけではなく，むしろ銀行業が規制産業であるとの理由か
ら，銀行法の立法過程を重視して連邦議会議事録を調査する。（3にれに対して
銀行業界側の事情と考え方を見るため，銀行業界の専門紙誌を参照する。（4）銀
行を研究作業の対象とするが，金融機関同質化の問題へ係わる場合，信託会社，
貯蓄金融機関なども対象へ含む。㈲利用可能な統計資料があるとき，出来るだ
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け入手に努める。
ω　Brown〔7〕，　Federal　Reserve　Committee　on　Branch，　Cha三n，　and　Group　Banking〔19〕，
　Scott〔51〕，　Thompson〔59〕．
’｛2｝Davis〔15〕，　Hammond〔28〕，　Helderman〔29〕，　Million〔40〕，　Swanson〔53〕．
（3）Faulkner〔16〕，　Hurst〔31〕，　K！ebaner〔34〕，　Krooss　and　Blyn〔35〕，　Myers〔41〕，　Redlich
　〔47〕，Robertson〔49〕，　Robertson　and　Walton〔50〕，　Studenski　and　Krooss〔52〕，　Trescott
　〔60〕．
・（4）ただしクレブナーは，二元銀行制度を深く分析していないものの，限られた頁数のなかで何回
　　もこれに触れている（Klebaner〔34〕）。
??????Myers〔41〕，　p．163，訳書，　p．198．ただし括弧内は，本稿筆者による。Studenski　and　Krooss〔52〕，　P．160．
周知のようにこの大会は，リンカーソ（Ablaham　Lincoln）を大統領候補者に選んだ。
Nevins　and　Comme．ger〔42〕，　p．244，訳書，上，　p．250．
McKee〔39〕，　p，115．
この論争については，片山〔32〕，pp．421－32．を参照。
Hackley〔26〕，　p．571．ただし括弧内は，本稿筆者による。
Scott〔51〕，　p．38．ただし括弧内は，本稿筆者による。
Golembe〔25〕，　p．1095．
Myers〔41〕，　p．163，訳書，　p．198，奥田〔44〕，　p．160，　Studenski　and　Krooss〔52〕，　p。155．
Trescott〔60〕，　p．53，訳書，上，89－90，同様のことが別の著者によって，短く指摘されてい
　る（Klebaner〔34〕，　p．55）。
⑯　Robertson〔49〕，　p．57．
蝸　Myers〔41〕，　p．165，訳書，　p．200，奥田〔44〕，　p．3G9，　Studenski　and　Krooss〔52〕，　p．178．
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